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(57)【要約】
【課題】積層型の電極群を備える二次電池を複数個積み
重ねて組電池を構築する際に、それぞれの二次電池の変
形を抑制可能で、振動などの外力が付加されても、電極
群がずれずに、端子の破損なども生じない二次電池およ
び組電池を提供する。
【解決手段】電極群１と外装ケース１１と蓋部材１２と
を備える二次電池ＲＢにおいて、蓋部材１２の内側およ
び外側に、該蓋部材１２の面に対して対称に位置するよ
うに配置された位置ズレ防止部材（第一位置ズレ防止部
材６Ａ、６Ｂ、第二位置ズレ防止部材７Ａ、７Ｂ）を配
設した二次電池ＲＢ１～ＲＢ３とし、この二次電池を複
数積み重ねて一括に収納する組電池筐体ＣＡと、積み重
ね方向の同一部位を一様に押圧して、全ての二次電池を
一括に押圧して固定する固定手段を設けた構成の組電池
Ｍ１とした。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
正極板と負極板とをセパレータを介して複数層積層した電極群と、この電極群を収容し電
解液が充填される外装ケースと、この外装ケースに設ける外部端子と、前記正負の極板と
前記外部端子とを電気的に接続する正負の集電端子と、前記外装ケースに装着される蓋部
材とを備える二次電池であって、
　前記蓋部材の内側および外側に、少なくともその一部が該蓋部材の面に対して対称に位
置するように配置された位置ズレ防止部材が配設されていることを特徴とする二次電池。
【請求項２】
前記電極群は、積層面を前記外装ケースの底面と平行に設置され、前記位置ズレ防止部材
は、前記電極群の上面に当接するように、当該上面の中央部分に配置されることを特徴と
する請求項１に記載の二次電池。
【請求項３】
前記電極群は、積層面を前記外装ケースの底面と平行に設置され、前記位置ズレ防止部材
は、前記電極群の上面に当接するように、当該上面の四隅に配置されることを特徴とする
請求項１に記載の二次電池。
【請求項４】
前記電極群は、積層面を前記外装ケースの底面と平行に設置され、前記位置ズレ防止部材
は、前記電極群の上面に当接するように、当該上面の中央部分および四隅に配置されるこ
とを特徴とする請求項１に記載の二次電池。
【請求項５】
前記蓋部材は、前記位置ズレ防止部材の取付け位置を規定する凹凸部を備えたことを特徴
とする請求項１から４のいずれかに記載の二次電池。
【請求項６】
正極板と負極板とをセパレータを介して複数層積層した電極群と、この電極群を収容し電
解液が充填される外装ケースと、この外装ケースに設ける外部端子と、前記正負の極板と
前記外部端子とを電気的に接続する正負の集電端子と、前記外装ケースに装着される蓋部
材とを備える二次電池を複数積み重ね、それぞれの前記外部端子を電気的に接続して構成
される組電池であって、
　積み重ねた前記二次電池を一括に収納する組電池筐体と、前記積み重ね方向の同一部位
を一様に押圧して、全ての二次電池を一括に押圧して固定する固定手段を設けたことを特
徴とする組電池。
【請求項７】
前記固定手段は、前記蓋部材の内側および外側に、該蓋部材の面に対して対称に位置する
ように配置された位置ズレ防止部材と、積み重ねたときの最下段の前記位置ズレ防止部材
と最上段の前記位置ズレ防止部材とを押圧して挟持する上下一対の押圧部材とを有するこ
とを特徴とする請求項６に記載の組電池。
【請求項８】
前記組電池筐体は、底板と該底板に固定される側板と、この側板にネジ固定される天板と
を備え、前記押圧部材は、前記底板に設ける下部押圧部材と、前記天板に設ける上部押圧
部材と、前記天板を前記底板に向けて押圧しながらネジ固定するネジ止め手段を有するこ
とを特徴とする請求項７記載の組電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、正極板と負極板を交互に積層した積層型の電極群を備える二次電池およびこ
の二次電池を複数個繋いだ組電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、高エネルギー密度を有し小型軽量化が可能であることからリチウム二次電池が、
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携帯電話やノート型パソコン等の携帯型電子機器の電源用電池として用いられている。ま
た、大容量化が可能であることから、電気自動車（ＥＶ）やハイブリッド電気自動車（Ｈ
ＥＶ）等のモータ駆動電源や、電力貯蔵用蓄電池としても注目されてきている。
【０００３】
　上記リチウム二次電池は、電池缶を構成する外装ケース内部に正極板と負極板とをセパ
レータを挟んで対向配置した電極群を収納し、電解液を充填し、複数の正極板の正極集電
タブに連結される正極集電端子と、この正極集電端子と電気的に接続される正極外部端子
と、複数の負極板の負極集電タブに連結される負極集電端子と、この負極集電端子と電気
的に接続される負極外部端子を備えた構成とされる。
【０００４】
　また、このようなリチウム二次電池を複数個繋いで大型の動力用の電極源として用いる
ことが模索されており、例えば、積層型の電極群を備える二次電池からなる単電池を上下
に積み重ねて構成する組電池が既に提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
　積層型の電極群を備えるリチウム二次電池においては、正極板と負極板とをセパレータ
を介して複数層積層した電極群を外装ケースに収容し、非水電解液で充填した構成とされ
、それぞれの正極板の正極集電タブに連結される正極集電端子と、この正極集電端子と電
気的に接続される外部端子、および、負極板の負極集電タブに連結される負極集電端子と
、この負極集電端子と電気的に接続される外部端子がそれぞれ設けられている。
【０００６】
　このような構成のリチウム二次電池の大容量化を図るためには、正極板および負極板の
面積を大きくし、積層数を増加し、充填する電解液量も増加させることが必要である。そ
のために、積層型の電極群を備える単電池は表面積が大きく、厚みが厚い状態に作製され
る。
【０００７】
　積層型のリチウム二次電池では、電池缶内部で発生するガスなどにより電池缶が膨張し
たりして積層された正極板と負極板との間隔が広がると内部抵抗が大きくなって電池容量
が低下する虞が生じる。また、それぞれの二次電池（単電池）の電池缶の変形に加えて、
積み重ねた組電池の構成がずれたり変形したりすると、それぞれの電池缶を互いに接続し
ている接続端子部が変形したり破損したりして、所望の電池容量を発生できなくなる虞も
生じる。
【０００８】
　すなわち、積層型の電極群を備える二次電池を複数個積み重ねて組電池を構築する場合
には、それぞれの二次電池が膨張を抑制し、さらに複数個の二次電池がずれたり変形した
りしないように、しっかり固定しておくことが肝要である。そのために、複数個の角形電
池を積層する際に、固定部品を用いてしっかり固定する電池ブロックを用いたバッテリー
システムが既に提案されている（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００３－２８８８８３号公報
【特許文献２】特開２０１０－１５７４５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　複数個の二次電池を電気的に接続して大容量の組電池を作製することができる。また、
これらの二次電池を積み重ねた状態で一括に筐体内に収容して、持ち運びや設置が容易な
組電池を構築することができる。
【００１１】
　この組電池筐体内に一体に組み込まれた複数個の二次電池は、それぞれの外部端子同士
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を電気的に接続して連結しているので、振動などの外力が付加されても、それぞれの外部
端子が変位せず、連結された二次電池同士の相対位置も変化せずに安定した位置および状
態に維持されることが好ましい。
【００１２】
　また、それぞれの二次電池のガス発生時の膨張を抑制し、それぞれの二次電池が変形し
てずれないようにしっかり固定しておくことが好ましく、外部端子部分の変形や破損を防
止すると共に、ユニット化された組電池ユニット形状が変化しないように強固に固定でき
ることが好ましい。
【００１３】
　そのために、積層型の電極群を備える二次電池を複数個繋いで組電池を構築する際に、
それぞれの二次電池が変形せず、互いの相対位置がずれないように積み重ねて固定するこ
とが可能で、振動などの外力が付加されても、収容された電極群がずれずに、端子の破損
なども生じない構成であることが好ましい。
【００１４】
　そこで本発明は、上記問題点に鑑み、積層型の電極群を備える二次電池を複数個積み重
ねて組電池を構築する際に、それぞれの二次電池の変形を抑制可能で、振動などの外力が
付加されても、電極群がずれずに、端子の破損なども生じない二次電池および組電池を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記目的を達成するために本発明は、正極板と負極板とをセパレータを介して複数層積
層した電極群と、この電極群を収容し電解液が充填される外装ケースと、この外装ケース
に設ける外部端子と、前記正負の極板と前記外部端子とを電気的に接続する正負の集電端
子と、前記外装ケースに装着される蓋部材とを備える二次電池であって、前記蓋部材の内
側および外側に、少なくともその一部が該蓋部材の面に対して対称に位置するように配置
された位置ズレ防止部材が配設されていることを特徴としている。
【００１６】
　この構成によると、蓋部材の同一部位の内側と外側に、それぞれ位置ズレ防止部材が配
設されるので、この二次電池を積み重ねたときに、それぞれの二次電池が変形せず、互い
の相対位置がずれないように積み重ねて固定することが可能となる。そのために、それぞ
れの二次電池の変形を抑制可能で、振動などの外力が付加されても、電極群がずれずに、
端子の破損なども生じない二次電池を得ることができる。
【００１７】
　また本発明は上記構成の二次電池において、前記電極群は、積層面を前記外装ケースの
底面と平行に設置され、前記位置ズレ防止部材は、前記電極群の上面に当接するように、
当該上面の中央部分に配置されることを特徴としている。この構成によると、位置ズレ防
止部材が電極群の上面に当接するので、上下に積み重ねた二次電池のそれぞれの電極群が
ずれないように固定できる。そのために、振動などの外力が付加されても、電極群がずれ
ずに、端子の破損なども生じない。また、電極群の中央部分に当接するので、電極群の膨
張も効果的に抑制できる。
【００１８】
　また本発明は上記構成の二次電池において、前記電極群は、積層面を前記外装ケースの
底面と平行に設置され、前記位置ズレ防止部材は、前記電極群の上面に当接するように、
当該上面の四隅に配置されることを特徴としている。この構成によると、位置ズレ防止部
材が電極群の上面の四隅に当接するので、上下に積み重ねた二次電池のそれぞれの電極群
がずれないようにしっかり固定できる。そのために、振動などの外力が付加されても、電
極群がずれずに、端子の破損なども生じない。
【００１９】
　また本発明は上記構成の二次電池において、前記電極群は、積層面を前記外装ケースの
底面と平行に設置され、前記位置ズレ防止部材は、前記電極群の上面に当接するように、
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当該上面の中央部分および四隅に配置されることを特徴としている。この構成によると、
位置ズレ防止部材が電極群の上面の中央部分と四隅に当接するので、上下に積み重ねた二
次電池のそれぞれの電極群がずれないように、また膨張しないように固定できる。そのた
めに、振動などの外力が付加されても、電極群がずれずに、端子の破損なども生じない。
【００２０】
　また本発明は上記構成の二次電池において、前記蓋部材は、前記位置ズレ防止部材の取
付け位置を規定する凹凸部を備えたことを特徴としている。この構成によると、蓋部材の
所定部位に設ける凹凸部に位置ズレ防止部材を取り付けるだけで、上下に積み重ねる二次
電池の積み重ねた方向の同一部位を容易に固定できる。
【００２１】
　また本発明は、正極板と負極板とをセパレータを介して複数層積層した電極群と、この
電極群を収容し電解液が充填される外装ケースと、この外装ケースに設ける外部端子と、
前記正負の極板と前記外部端子とを電気的に接続する正負の集電端子と、前記外装ケース
に装着される蓋部材とを備える二次電池を複数積み重ね、それぞれの前記外部端子を電気
的に接続して構成される組電池であって、積み重ねた前記二次電池を一括に収納する組電
池筐体と、前記積み重ね方向の同一部位を一様に押圧して、全ての二次電池を一括に押圧
して固定する固定手段を設けたことを特徴としている。
【００２２】
　この構成によると、積み重ねた二次電池の積み重ね方向の同一部位を押圧して固定する
ので、押圧力が全ての二次電池に均等に掛かると共に、この押圧力により、それぞれの二
次電池を過度に変形させることがない。そのために、それぞれの二次電池が変形せず、互
いの相対位置がずれないように積み重ねて固定することが可能となる組電池を得ることが
できる。
【００２３】
　また本発明は上記構成の組電池において、前記固定手段は、前記蓋部材の内側および外
側に、該蓋部材の面に対して対称に位置するように配置された位置ズレ防止部材と、積み
重ねたときの最下段の前記位置ズレ防止部材と最上段の前記位置ズレ防止部材とを押圧し
て挟持する上下一対の押圧部材とを有することを特徴としている。この構成によると、位
置ズレ防止部材とこの位置ズレ防止部材を一括に押圧する押圧部材を介して、二次電池の
固定と電極群の固定を同時に行うことができる。
【００２４】
　また本発明は上記構成の組電池において、前記組電池筐体は、底板と該底板に固定され
る側板と、この側板にネジ固定される天板とを備え、前記押圧部材は、前記底板に設ける
下部押圧部材と、前記天板に設ける上部押圧部材と、前記天板を前記底板に向けて押圧し
ながらネジ固定するネジ止め手段を有することを特徴としている。この構成によると、組
電池筐体内に複数の二次電池を積み重ねるようにして収納し、天板をネジ止めすることで
、全ての二次電池を一括に押圧して固定する固定手段を形成することができる。そのため
に、組電池筐体内に複数の二次電池を一括に組み込む操作で、それぞれの二次電池が変形
せず、互いの相対位置がずれないように積み重ねて固定することが可能となる組電池を構
築することができる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、蓋部材の同一部位の内側と外側に、それぞれ位置ズレ防止部材が配設
されるので、この二次電池を積み重ねたときに、それぞれの二次電池が変形せず、互いの
相対位置がずれないように積み重ねて固定することが可能となる。そのために、振動など
の外力が付加されても、電極群がずれずに、端子の破損なども生じない二次電池および組
電池を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明に係る二次電池の第一実施形態を示す断面摸式図である。
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【図２Ａ】第一実施形態の要部拡大平面図である。
【図２Ｂ】第一実施形態の変形例の要部拡大平面図である。
【図３】本発明に係る組電池の構成を示す概略断面図である。
【図４】本発明に係る二次電池の第二実施形態を示す断面摸式図である。
【図５】本発明に係る二次電池の第三実施形態を示す断面摸式図である。
【図６Ａ】本発明に係る二次電池の第四実施形態を示す概略平面図である。
【図６Ｂ】第四実施形態の概略側面図である。
【図７】比較例の二次電池を示す断面摸式図である。
【図８】比較例の二次電池を備えた組電池の振動試験後の状態を示す説明図である。
【図９】二次電池の分解斜視図である。
【図１０】二次電池が備える電極群の分解斜視図である。
【図１１】二次電池の完成品を示す斜視図である。
【図１２】電極群の概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下に本発明の実施形態を図面を参照して説明する。また、同一構成部材については同
一の符号を用い、詳細な説明は適宜省略する。
【００２８】
　本発明に係る二次電池としてリチウム二次電池について説明する。例えば、図１に示す
本実施形態に係る二次電池ＲＢ１は、積層型のリチウム二次電池であって、正極板と負極
板とをセパレータを介して複数層積層した積層型の電極群１を備えている。また、極板の
面積を大きくし、積層数を増やすことで比較的大容量の二次電池となり、電気自動車用蓄
電池や電力貯蔵用蓄電池などに適用可能なものである。
【００２９】
　次に、積層型のリチウム二次電池ＲＢと電極群１の具体的な構成について、図９～図１
２を用いて説明する。
【００３０】
　図９に示すように、積層型のリチウム二次電池ＲＢは平面視矩形とされ、それぞれが矩
形とされる正極板と負極板とセパレータとを積層した電極群１を備えている。また、底部
１１ａと側部１１ｂ～１１ｅを備えて箱型とされる外装ケース１１と蓋部材１２とから構
成される電池缶１０に収容して、外装ケース１１の側面（例えば、側部１１ｂ、１１ｃの
対向する二側面）に設ける外部端子１１ｆから充放電を行う構成としている。
【００３１】
　電極群１は、正極板と負極板とをセパレータを介して複数層積層した構成であって、図
１０に示すように、正極集電体２ｂ（例えば、アルミニウム箔）の両面に正極活物質から
なる正極活物質層２ａが形成された正極板２と、負極集電体３ｂ（例えば、銅箔）の両面
に負極活物質からなる負極活物質層３ａが形成された負極板３とがセパレータ４を介して
積層されている。
【００３２】
　セパレータ４により、正極板２と負極板３との絶縁が図られているが、外装ケース１１
に充填される電解液を介して正極板２と負極板３との間でリチウムイオンの移動が可能と
なっている。
【００３３】
　ここで、正極板２の正極活物質としては、リチウムが含有された酸化物（ＬｉＣｏＯ２

，ＬｉＮｉＯ２，ＬｉＦｅＯ２，ＬｉＭｎＯ２，ＬｉＭｎ２Ｏ４など）や、その酸化物の
遷移金属の一部を他の金属元素で置換した化合物などが挙げられる。なかでも、通常の使
用において、正極板２が保有するリチウムの８０％以上を電池反応に利用し得るものを正
極活物質として用いれば、過充電などの事故に対する安全性を高めることができる。
【００３４】
　また、負極板３の負極活物質としては、リチウムが含有された物質やリチウムの挿入／
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離脱が可能な物質が用いられる。特に、高いエネルギー密度を持たせるためには、リチウ
ムの挿入／離脱電位が金属リチウムの析出／溶解電位に近いものを用いるのが好ましい。
その典型例は、粒子状（鱗片状、塊状、繊維状、ウィスカー状、球状および粉砕粒子状な
ど）の天然黒鉛もしくは人造黒鉛である。
【００３５】
　なお、正極板２の正極活物質に加えて、また、負極板３の負極活物質に加えて、導電材
、増粘材および結着材などが含有されていてもよい。導電材は、正極板２や負極板３の電
池性能に悪影響を及ぼさない電子伝導性材料であれば特に限定されず、例えば、カーボン
ブラック、アセチレンブラック、ケッチェンブラック、グラファイト（天然黒鉛、人造黒
鉛）、炭素繊維などの炭素質材料や導電性金属酸化物などを用いることができる。
【００３６】
　増粘材としては、例えば、ポリエチレングリコール類、セルロース類、ポリアクリルア
ミド類、ポリＮ－ビニルアミド類、ポリＮ－ビニルピロリドン類などを用いることができ
る。結着材は、活物質粒子および導電材粒子を繋ぎとめる役割を果たすものであり、ポリ
フッ化ビニリデン、ポリビニルピリジン、ポリテトラフルオロエチレンなどのフッ素系ポ
リマーや、ポリエチレン、ポリプロピレンなどのポリオレフィン系ポリマーや、スチレン
ブタジエンゴムなどを用いることができる。
【００３７】
　また、セパレータ４としては、微多孔性の高分子フィルムを用いることが好ましい。具
体的には、ナイロン、セルロースアセテート、ニトロセルロース、ポリスルホン、ポリア
クリロニトリル、ポリフッ化ビニリデン、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリブテンな
どのポリオレフィン高分子からなるフィルムが使用可能である。
【００３８】
　また、電解液としては、有機電解液を用いることが好ましい。具体的には、有機電解液
の有機溶媒として、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、ブチレンカーボネ
ート、ジエチルカーボネート、ジメチルカーボネート、メチルエチルカーボネート、γ―
ブチロラクトンなどのエステル類、テトラヒドロフラン、２－メチルテトラヒドロフラン
、ジオキサン、ジオキソラン、ジエチルエーテル、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン
、メトキシエトキシエタンなどのエーテル類、さらに、ジメチルスルホキシド、スルホラ
ン、メチルスルホラン、アセトニトリル、ギ酸メチル、酢酸メチルなどが使用可能である
。なお、これらの有機溶媒は、単独で使用してもよいし、２種類以上を混合して使用して
もよい。
【００３９】
　さらに、有機溶媒には電解質塩が含まれていてもよい。この電解質塩としては、過塩素
酸リチウム（ＬｉＣｌＯ４）、ホウフッ化リチウム、六フッ化リン酸リチウム、トリフル
オロメタンスルホン酸（ＬｉＣＦ３ＳＯ３）、フッ化リチウム、塩化リチウム、臭化リチ
ウム、ヨウ化リチウムおよび四塩化アルミン酸リチウムなどのリチウム塩が挙げられる。
なお、これらの電解質塩は、単独で使用してもよいし、２種類以上を混合して使用しても
よい。
【００４０】
　電解質塩の濃度は特に限定されないが、約０．５～約２．５ｍｏｌ／Ｌであれば好まし
く、約１．０～２．２ｍｏｌ／Ｌであればより好ましい。なお、電解質塩の濃度が約０．
５ｍｏｌ／Ｌ未満の場合には、電解液中においてキャリア濃度が低くなり、電解液の抵抗
が高くなる虞がある。一方、電解質塩の濃度が約２．５ｍｏｌ／Ｌよりも高い場合には、
塩自体の解離度が低くなり、電解液中のキャリア濃度が上がらない虞がある。
【００４１】
　電池缶１０は、外装ケース１１と蓋部材１２とを備え、鉄、ニッケルメッキされた鉄、
ステンレススチール、およびアルミニウムなどからなる。また、本実施形態では、図１１
に示すように、電池缶１０は、外装ケース１１と蓋部材１２とが組み合わされたときに、
外形形状が実質的に扁平角型形状となるように形成されている。
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【００４２】
　外装ケース１１は、略長方形状の底面を持つ底部１１ａと、この底部１１ａから立設し
た４面の側部１１ｂ～１１ｅを有する箱型状とされ、この箱型状内部に電極群１を収容す
る。電極群１は、正極板の集電タブに連結される正極集電端子と、負極板の集電タブに連
結される負極集電端子を備え、これらの集電タブと電気的に接続される外部端子１１ｆが
外装ケース１１の側部にそれぞれ設けられている。外部端子１１ｆは、例えば、対向する
二側部１１ｂ、１１ｃの二箇所に設けられる。また、１０ａは注液口であって、ここから
電解液を注液する。
【００４３】
　外装ケース１１に電極群１を収容し、それぞれの集電端子を外部端子に接続した後、も
しくは、電極群１の集電端子にそれぞれの外部端子を接続して外装ケース１１に収容し、
外部端子を外装ケースの所定部位に固着した後、蓋部材１２を外装ケース１１の開口縁に
固定する。すると、外装ケース１１の底部１１ａと蓋部材１２との間に電極群１が挟持さ
れ、電池缶１０の内部において電極群１が保持される。なお、外装ケース１１に対する蓋
部材１２の固定は、例えば、レーザ溶接などによってなされる。また、集電端子と外部端
子との接続は、超音波溶接やレーザ溶接、抵抗溶接などの溶接以外に導電性接着剤などを
用いて行うこともできる。
【００４４】
　上記したように、本実施形態に係る積層型の二次電池は、正極板２と負極板３とをセパ
レータ４を介して複数層積層した電極群１と、この電極群１を収容し電解液が充填される
外装ケース１１と、外装ケース１１に設ける外部端子１１ｆと、正負の極板と外部端子１
１ｆとを電気的に接続する正負の集電端子と、外装ケース１１に装着される蓋部材１２と
、を備えた構成である。
【００４５】
　外装ケース１１に収容された電極群１は、例えば、図１２に示すように、正極集電体２
ｂの両面に正極活物質層２ａが形成された正極板２と、負極集電体３ｂの両面に負極活物
質層３ａが形成された負極板３とがセパレータ４を介して積層され、さらに両端面にセパ
レータ４を配設している。また、両端面のセパレータ４に替えて、このセパレータ４と同
じ材質の樹脂フィルムを巻回して、電極群１を絶縁性を有する樹脂フィルムで被覆する構
成としてもよい。いずれにしても、積層電極群１の上面は、電解液浸透性および絶縁性を
有する部材が積層される構成となる。そのために、この面に直接蓋部材１２を当接させる
ことができ、蓋部材１２を介して所定の圧で押さえ付けることも可能である。
【００４６】
　この蓋部材１２は、平板状であっても、平板状ではなく、缶の内部に嵌まり込む皿型状
であってもよい。皿型状の蓋部材を用いると、蓋部材を溶接する際に動くのを防止できて
、溶接作業が容易となる。また、皿型状の落ち込み量を変更することで、収容する電極群
の厚みの変化に容易に対応できる。
【００４７】
　また、大容量化のために電池缶１０が大型になり、電極群１の厚みも大きくなると、振
動などの外力が付加されたときに、電池缶内で電極群１がずれたりして集電端子や外部端
子などが変形したり破損したりする危険性が増す。特に、複数の二次電池を積み重ねて、
それぞれの外部端子を電気的に接続して組電池を構築する場合は、接続する端子部分が変
形せず破損しない構成であることが好ましい。
【００４８】
　そこで、本実施形態では、積層型の電極群を備える二次電池を複数個積み重ねて組電池
を構築する際に、それぞれの二次電池の変形を抑制可能で、振動などの外力が付加されて
も、電極群がずれずに、端子の破損なども生じない二次電池構成としたものである。
【００４９】
　次に、具体的な二次電池の第一実施形態について、図１～図３を用いて説明する。
【００５０】
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　図１に示す第一実施形態の二次電池ＲＢ１は、正極板と負極板とをセパレータを介して
複数層積層した電極群１と、この電極群１を収容し電解液が充填される外装ケース１１と
、この外装ケース１１に設ける外部端子１１ｆと、正負の極板と外部端子とを電気的に接
続する正負の集電端子５と、外装ケース１１に装着される蓋部材１２とを備える積層型の
二次電池である。また、蓋部材１２の内側および外側に、少なくともその一部が該蓋部材
１２の面に対して対称に位置するように配置された位置ズレ防止部材が配設されている。
【００５１】
　位置ズレ防止部材は、例えば、電極群１の上面に当接するように、当該上面の中央部分
に配置される第一位置ズレ防止部材６Ａを備える。また、この第一位置ズレ防止部材６Ａ
に対向した蓋部材１２の外側に同じく第一位置ズレ防止部材６Ｂを備える。
【００５２】
　また、位置ズレ防止部材は、例えば、電極群１の上面に当接するように、当該上面の四
隅に配置される第二位置ズレ防止部材７Ａを備える。また、この第二位置ズレ防止部材７
Ａに対向した蓋部材１２の外側に同じく第二位置ズレ防止部材７Ｂを備える。
【００５３】
　これらの、第一位置ズレ防止部材６Ａと６Ｂ、また、第二位置ズレ防止部材７Ａと７Ｂ
とは、同じ大きさであっても、異なる大きさであってもよく、それぞれ少なくともその一
部が該蓋部材１２の面に対して対称に位置するように配置されておればよい。このように
、少なくともその一部が該蓋部材１２の面に対して対称に位置するように配置されること
で、この二次電池を積み重ねたときに、その一部が上下方向に重なる構成となる。そのた
めに、積み重ねたそれぞれの二次電池が変形せず、互いの相対位置がずれないように積み
重ねて固定することが可能となる。
【００５４】
　図２Ａに示すように、例えば、第一位置ズレ防止部材６Ａは、電極群１の上面の中央部
分に配置される平面視矩形の板状とされる。また、第二位置ズレ防止部材７Ａは、電極群
１の上面の四隅に配置される平面視矩形の板状とされる。また、この位置ズレ防止部材と
して、絶縁性を有する発泡体（例えば、ポリエチレン発泡体）を用いている。特に、ポリ
エチレンからなる発泡体であれば、機械的強度と耐薬品性に優れ、さらに耐熱性にも優れ
ているので、本実施形態に使用する位置ズレ防止部材として好適である。
【００５５】
　これらの第一、第二位置ズレ防止部材は、それぞれを個別に用いても、同時に用いても
構わない。このような位置ズレ防止部材を備えた構成であれば、位置ズレ防止部材が電極
群１の上面に当接するので、上下に積み重ねた二次電池ＲＢ１のそれぞれの電極群１がず
れないように固定できる。そのために、振動などの外力が付加されても、電極群１がずれ
ずに、端子の破損なども生じない。また、電極群１の中央部分を押圧する構成であれば、
電極群１の膨張も効果的に抑制できる。
【００５６】
　また、外装ケース１１に蓋部材１２を取り付けて、電池缶１０を構成している。この蓋
部材１２は図示するように平板状であってもよく、また、電極群１の上面に当接する部分
が凸状に突出して外装ケース１１に嵌まり込む皿型状であってもよく、電池缶１０のサイ
ズと電極群１の厚みにより、その形状が適宜選択される。いずれにしても、蓋部材１２お
よびこの蓋部材１２の内側および外側に設ける第一、第二位置ズレ防止部材を介して、電
極群１を適度に押圧して位置ズレしないように固定することができる。
【００５７】
　また、図２Ｂに示す変形例のように、電極群１の上面の四隅に配置される第二位置ズレ
防止部材７Ａに替えて電極群１の周縁に沿って口の字状の第二位置ズレ防止部材７Ｃを配
設してもよい。この場合に、蓋部材１２の外側の四隅に設ける第二位置ズレ防止部材７Ｂ
はそのままでよい。
【００５８】
　このように構成することで、蓋部材１２の内側および外側に、少なくともその一部が該
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蓋部材１２の面に対して対称に位置するように位置ズレ防止部材を配設することができる
。そのために、この二次電池ＲＢ１を積み重ねて組電池を構築した際に、各単電池の内側
部材および外側部材の少なくとも一部分が上下方向に重なって、それぞれの二次電池が変
形せず、互いの相対位置がずれないように積み重ねて固定することが可能となる。
【００５９】
　次に、この二次電池ＲＢ１を複数個積み重ねて構築した組電池Ｍ１について図３を用い
て説明する。
【００６０】
　同じ部位に位置ズレ防止部材を装着した二次電池ＲＢ１を上下に積み重ねて、底板ＣＡ
ａと天板ＣＡｂと側版ＣＡｃを備えた組電池筐体ＣＡ内に収納する。
【００６１】
　例えば、天板ＣＡｂは、側版ＣＡｃにネジ固定される。従って、天板ＣＡｂを外した状
態の組電池筐体ＣＡ内に、二次電池ＲＢ１を積み重ねていく。または、予め、積み重ねて
ユニット化した電池ユニットを組電池筐体ＣＡ内に取り付ける。そして、天板ＣＡｂを装
着して、止めネジＢＬ１を用いてネジ固定する。
【００６２】
　このときに、底板ＣＡａに最下段の二次電池ＲＢ１ａの位置ズレ防止部材が装着された
部位に相当する位置に下部押圧部材８Ａ、９Ａを設け、天板ＣＡｂに最上段の二次電池Ｒ
Ｂ１ｄの位置ズレ防止部材が装着された部位に相当する位置に上部押圧部材８Ｂ、９Ｂを
設けている。また、下部押圧部材８Ａと上部押圧部材８Ｂは、前述した第一位置ズレ防止
部材６Ａ、６Ｂ部に位置し、下部押圧部材９Ａと上部押圧部材９Ｂは、前述した第二位置
ズレ防止部材７Ａ、７Ｂ部に位置するようにしている。
【００６３】
　すなわち、天板ＣＡｂをネジ固定する操作により、下部押圧部材８Ａと上部押圧部材８
Ｂとで、積み重ねた二次電池ＲＢ１ａ～ＲＢ１ｄの第一位置ズレ防止部材６Ａ、６Ｂを押
圧しながら挟み込んで保持する。また、下部押圧部材９Ａと上部押圧部材９Ｂとで、積み
重ねた二次電池ＲＢ１ａ～ＲＢ１ｄの第二位置ズレ防止部材７Ａ、７Ｂを押圧しながら挟
み込んで保持する。
【００６４】
　上記したように、組電池筐体ＣＡは、底板ＣＡａと該底板ＣＡａに固定される側板ＣＡ
ｃと、この側板ＣＡｃにネジ固定される天板ＣＡｂとを備え、押圧部材は、底板ＣＡａに
設ける下部押圧部材８Ａ、９Ａと、天板ＣＡｂに設ける上部押圧部材８Ｂ、９Ｂと、天板
ＣＡｂを底板ＣＡａに向けて押圧しながらネジ固定するネジ止め手段を有する。
【００６５】
　この構成であれば、組電池筐体ＣＡ内に複数の二次電池ＲＢ１を積み重ねるようにして
収納し、天板ＣＡｂをネジ止めすることで、図中の上下に連なる破線で示しているように
、中央部の第一位置ズレ防止部材６Ｂに対応した部位を下部押圧部材８Ａと上部押圧部材
８Ｂとで挟持し、第二位置ズレ防止部材７Ｂに対応した部位を下部押圧部材９Ａと上部押
圧部材９Ｂとで挟持して、全ての二次電池ＲＢ１ａ～ＲＢ１ｄを一括に押圧して固定する
固定手段を形成することができる。
【００６６】
　そのために、組電池筐体内に複数の二次電池を一括に組み込む操作で、それぞれの二次
電池が変形せず、互いの相対位置がずれないように積み重ねて固定することが可能となる
組電池Ｍ１を構築することができる。すなわち、組電池Ｍ１は、積み重ねた二次電池ＲＢ
１を一括に収納する組電池筐体ＣＡと、積み重ね方向の同一部位を一様に押圧して、全て
の二次電池ＲＢ１（ＲＢ１ａ～ＲＢ１ｄ）を一括に押圧して固定する固定手段を設けた構
成となる。
【００６７】
　そのために、本実施形態に係る固定手段は、蓋部材１２の内側および外側に、少なくと
もその一部が該蓋部材の面に対して対称に位置するように配置された位置ズレ防止部材（
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第一位置ズレ防止部材６Ａ、６Ｂ、第二位置ズレ防止部材７Ａ、７Ｂ）と、積み重ねたと
きの最下段の位置ズレ防止部材と最上段の位置ズレ防止部材とを押圧して挟持する上下一
対の押圧部材（下部押圧部材８Ａ、９Ａ、上部押圧部材８Ｂ、９Ｂ）とを有することにな
る。このような構成であれば、図中の上下に連なる破線で示しているように、位置ズレ防
止部材とこの位置ズレ防止部材を一括に押圧する押圧部材を介して、二次電池ＲＢ１の固
定と電極群１の固定を同時に行うことができる。
【００６８】
　すなわち、積み重ねた高さ方向に効果的に押圧力を付加して、積み重ねたそれぞれの二
次電池（単電池）の平面方向のズレを効果的に抑制でき、高さ方向の変位（蓋部材の膨張
）も効果的に抑制することができる。
【００６９】
　また、本実施形態では、蓋部材１２の上部に絶縁性を有する位置ズレ防止部材を設けて
いるので、各電池間の絶縁を確実にとることができ、隙間ができるので、放熱効果も発揮
する構成となる。
【００７０】
　位置ズレ防止部材は、二次電池ＲＢ１のサイズにより適当な部位に設けることができ、
例えば、前述したように、電極群１の中央部を押圧する第一位置ズレ防止部材６Ａ、６Ｂ
のみを設けてもよく、電極群１の四隅を押圧する第二位置ズレ防止部材７Ａ、７Ｂのみを
設けてもよく、これらを共に用いた構成でもよい。
【００７１】
　例えば、図４に示す第二実施形態の二次電池ＲＢ２のように、電極群１の四隅を押圧す
る第二位置ズレ防止部材７Ａ、７Ｂのみを設けた構成とし、この二次電池ＲＢ２を複数個
積み重ねて筐体に収納して組電池を構築してもよい。
【００７２】
　この構成でも、位置ズレ防止部材（第二位置ズレ防止部材７Ａ、７Ｂ）が電極群１の上
面の四隅に当接するので、上下に積み重ねた二次電池ＲＢ２のそれぞれの電極群１がずれ
ないようにしっかり固定できる。そのために、振動などの外力が付加されても、電極群１
がずれずに、端子の破損なども生じない。
【００７３】
　また、蓋部材１２は、位置ズレ防止部材の取付け位置を規定する凹凸部を備えていても
よい。例えば、図５に示す第三実施形態の二次電池ＲＢ３のように、電極群１の上面に当
接する部分が凸状に突出して外装ケース１１に嵌まり込む皿型状とされる蓋部材１２Ａと
し、第一の凹部１３ａに第二位置ズレ防止部材７Ｂａを取り付け、中央部に設ける第二の
凹部１３ｂに第一位置ズレ防止部材６Ｂａを取り付ける構成とする。
【００７４】
　この構成であれば、蓋部材１２Ａの内側に設置する第一位置ズレ防止部材６Ａ、第二位
置ズレ防止部材７Ａに応じた所定の部位にそれぞれ第一、第二の凹部を設けることで、蓋
部材の所定部位に設ける凹凸部に位置ズレ防止部材（第一位置ズレ防止部材６Ｂａ、第二
位置ズレ防止部材７Ｂａ）を取り付けるだけで、上下に積み重ねる二次電池ＲＢ３の積み
重ねた方向の同一部位を容易に固定できる。
【００７５】
　また、積み重ねた高さ方向に押圧して固定する第一位置ズレ防止部材６Ａに加えて、電
極群１の横方向のずれを抑制する第三位置ズレ防止部材を配設して、電極群１のずれを効
果的に抑制する構成としてもよい。
【００７６】
　例えば、図６Ａに示す第四実施形態のように、第一位置ズレ防止部材６Ａに加えて、電
極群１の四隅の電極群１と外装ケース１１との間に平面視Ｌ型の第三位置ズレ防止部材７
Ｄを介装する。この第三位置ズレ防止部材７Ｄは、図６Ｂに示すように、電極群１の高さ
に第一位置ズレ防止部材６Ａの厚みを加えた程度の高さを有するブロック状とされる。こ
の材質も、前述したポリエチレンからなる発泡体を用いるとよい。
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【００７７】
　このような構成であっても、上下に積み重ねた二次電池のそれぞれの電極群１がずれな
いようにしっかり固定できる。そのために、振動などの外力が付加されても、電極群１が
ずれずに、端子の破損なども生じない構成となって好ましい。
【００７８】
　この際に、図６Ａ中の破線に示すように、第三位置ズレ防止部材７Ｄと共に電極群１の
上面の四隅に第二位置ズレ防止部材７Ａを併用する構成であってもよい。また、外装ケー
ス１１の裏底にも、第一位置ズレ防止部材６Ｂ、第二位置ズレ防止部材７Ｂを設けた構成
でもよい。
【００７９】
　例えば、図７に示す比較例の二次電池ＲＢ４のような、蓋部材１２の外側に、位置ズレ
防止部材を設置していない構成で、この二次電池ＲＢ４を単に積み重ねて筐体内に収納し
、固定手段を介さずに構築した組電池では、それぞれの二次電池の蓋部材の膨張を効果的
に抑制できず、電極群１のずれも防止できない。
【００８０】
　そのために、図８に示すように、底板ＣＡ１ａと天板ＣＡ１ｂと側版ＣＡ１ｃを備えて
固定手段を備えていない組電池筐体ＣＡ１に、この二次電池ＲＢ４を複数積み重ねた組電
池Ｍ２を振動させると、それぞれの二次電池ＲＢ４（ＲＢ４ａ～ＲＢ４ｄ）間に位置ズレ
が生じたり、接続端子１４と外部端子との接続が破断したり、接続端子１４が変形したり
する。また、それぞれの二次電池ＲＢ４（ＲＢ４ａ～ＲＢ４ｄ）の蓋部材１２Ｃの膨張も
抑制することができず問題となる。
【００８１】
　次に、実際に作製したリチウム二次電池について説明する。
【００８２】
　（実施例）
　[正極板の作製]
　正極活物質としてのＬｉＦｅＰＯ４（９０重量部）と、導電材としてのアセチレンブラ
ック（５重量部）と、結着材としてのポリフッ化ビニリデン（５重量部）と、を混合し、
溶媒としてのＮ－メチル－２－ピロリドンを適宜加えて各材料を分散させてスラリーを調
製し、このスラリーを正極集電体としてのアルミニウム箔（厚み２０μｍ）の両面上に均
一に塗布して乾燥させた後、ロールプレスで圧縮し、所定のサイズで切断して板状の正極
板２を作製した。
【００８３】
　また、作製した正極板のサイズは、１４０ｍｍ×２５０ｍｍで、厚みは２３０μｍであ
って、この正極板２を７０枚用いた。
【００８４】
　[負極板の作製]
　負極活物質としての天然黒鉛（９０重量部）と、結着材としてのポリフッ化ビニリデン
（１０重量部）と、を混合し、溶媒としてのＮ－メチル－２－ピロリドンを適宜加えて各
材料を分散させてスラリーを調製し、このスラリーを負極集電体としての銅箔（厚み１６
μｍ）の両面上に均一に塗布して乾燥させた後、ロールプレスで圧縮し、所定のサイズで
切断して板状の負極板３を作製した。
【００８５】
　また、作製した負極板のサイズは、１４２ｍｍ×２５５ｍｍで、厚みは１４６μｍであ
って、この負極板２を７１枚用いた。
【００８６】
　また、セパレータとして、サイズ１４５ｍｍ×２５５ｍｍで、厚み２５μｍのポリエチ
レンフィルムを１４０枚作製した。
【００８７】
　[非水電解液の作製]
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　エチレンカーボネート（ＥＣ）とジエチルカーボネート（ＤＥＣ）とを、３０：７０の
容積比で混合した混合液（溶媒）に、ＬｉＰＦ６を１ｍｏｌ／Ｌ溶解して非水電解液を調
整した。
【００８８】
　[電池缶の作製]
　電池缶を構成する外装ケースおよび蓋部材の材料としては、ニッケルメッキされた鉄板
を用いてそれぞれ作製した。また、そのいずれもが、厚み０．８ｍｍで、長手方向×短手
方向×深さ、がそれぞれ内寸で、３２０ｍｍ×１５０ｍｍ×４０ｍｍの電池缶サイズで、
開閉可能な注入口栓付き角型リチウム二次電池を作製した。また、蓋部材は平板状のもの
を用いた。
【００８９】
　[二次電池の組立]
　正極板と負極板とをセパレータを介して交互に積層する。その際に、正極板に対して負
極板が外側に位置するように、正極版７０枚、負極板７１枚、セパレータ１４０枚を積層
し、この積層体をセパレータと同じ厚み２５μｍのポリエチレンフィルムを用いて巻回す
る構成として、厚みが約３０ｍｍの電極群（積層体）を構築した。
【００９０】
　正負の極板間に介装するセパレータの大きさは前述したように、サイズ１４５ｍｍ×２
５５ｍｍであり、正極板（１４０×２５０）、負極板（１４２×２５５）よりも少し大き
なサイズである。これにより、正極板および負極板に形成された活物質層を確実に被覆す
ることができる。また、正極の集電体露出部および負極の集電体露出部に、集電部材（集
電端子）の接続片を接続した。
【００９１】
　位置ズレ防止部材として、第一位置ズレ防止部材６Ａ、６Ｂに対応する、サイズ５６ｍ
ｍ×１０２ｍｍ×（厚み）１２ｍｍのポリエチレン発泡体と、第二位置ズレ防止部材７Ａ
、７Ｂに対応する、サイズ２８ｍｍ×５１ｍｍ×（厚み）１２ｍｍのポリエチレン発泡体
を用いた。また、蓋部材に対しては接着剤（電解液に腐食されないもの：例えば、日本ゼ
オン株式会社製ＢＭ－１４０Ｓ）を用いて取り付けた。
【００９２】
　集電端子を接続した電極群を外装ケースに収容し、集電端子と外部端子とを接続し、位
置ズレ防止部材を設置し、蓋部材を取り付けて密封し、注液孔から非水電解液を減圧注液
した。注液後に、注液孔を封口して、それぞれの実施形態の二次電池を５個作製した。ま
た、板厚１０ｍｍの亜鉛メッキ鋼板を用いた組電池筐体を作製し、二次電池５個を積み重
ねて接続端子を組みつけて一体化して組電池を構築した。
【００９３】
　実施例１は、第一実施形態の二次電池ＲＢ１に相当する二次電池５個を用いて組電池を
構築した例であって、電極群１の中央部と四隅を共に押圧した例である。実施例２は、第
二実施形態の二次電池ＲＢ２に相当する二次電池５個を用いて組電池を構築した例であっ
て、電極群１の四隅を押圧した例である。
【００９４】
　比較例は、先に示した二次電池ＲＢ４に相当する二次電池５個を用いて組電池を構築し
た例であって、電極群１の中央部も四隅も押圧していない例である。
【００９５】
　実施例１、２と比較例の組電池を用いて、振動試験を行い、収納した二次電池のずれや
蓋部材の変形や端子の破損状況を確認した。この実験結果を表１に示す。
【００９６】
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【表１】

【００９７】
　実施した振動試験は、３軸方向（ｘ軸、ｙ軸、ｚ軸）に各３時間４５分（計１１時間１
５分）、また、それぞれ、周波数５Ｈｚ～２００Ｈｚ～５Ｈｚで加速度が１Ｇ～８Ｇ～１
Ｇの変動幅で、１セット１５分を１５回（これで３時間４５分）行った。
【００９８】
　振動試験の結果、実施例１（第一実施形態に相当）では、積み重ねた二次電池の平面方
向のずれは見られず、蓋部材の膨張も見られず、接続端子の変形や破損も見られなかった
。また実施例２（第二実施形態に相当）では、積み重ねた二次電池の平面方向のずれは見
られなかったが、蓋部材の膨張が少し見られた。しかし、接続端子の変形や破損は見られ
ず、組電池としては正常であった。
【００９９】
　しかし、位置ズレ防止部材を介装していない比較例１では、サンプル電池５個のうち４
個で異常が見られ、いずれも、蓋の膨張があり、接続端子の変形・破損が見られた。
【０１００】
　上記したように、本実施形態に係る位置ズレ防止部材を介装した二次電池であれば、正
極板と負極板とセパレータとを数十層積層した大型の電極群であっても、蓋部材の同一部
位の内側と外側に、それぞれ位置ズレ防止部材が配設されるので、この二次電池を積み重
ねたときに、それぞれの二次電池が変形せず、互いの相対位置がずれないように積み重ね
て固定することが可能となる。
【０１０１】
　そのために、この二次電池を複数個積み重ねて、電極群や蓋部材を積み重ねた方向に押
圧して固定した構成とされる組電池は、振動などの外力が付加されても、それぞれの二次
電池（単電池）がずれず、接続端子などが破損せず、故障などが生じない構成となる。
【０１０２】
　上記したように、本発明によれば、蓋部材の同一部位の内側と外側に、それぞれ位置ズ
レ防止部材が配設されるので、この二次電池を積み重ねたときに、それぞれの二次電池が
変形せず、互いの相対位置がずれないように積み重ねて固定することが可能となる。その
ために、振動などの外力が付加されても、電極群がずれずに、端子の破損なども生じない
二次電池および組電池を得ることができる。
【産業上の利用可能性】
【０１０３】
　そのために、本発明に係る二次電池および組電池は、大型化および性能安定化が求めら
れる大容量の蓄電池に好適に利用可能となる。
【符号の説明】
【０１０４】
　　　１　　電極群
　　　２　　正極板
　　　３　　負極板
　　　４　　セパレータ
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　　　５　　集電端子
　　　６Ａ、６Ｂ　第一位置ズレ防止部材（固定手段）
　　　７Ａ、７Ｂ　第二位置ズレ防止部材（固定手段）
　　　８Ａ、９Ａ　下部押圧部材（固定手段）
　　　８Ｂ、９Ｂ　上部押圧部材（固定手段）
　　１０　　電池缶
　　１１　　外装ケース
　　１１ｆ　外部端子
　　１２　　蓋部材
　　ＣＡ　　組電池筐体
　　Ｍ１　　組電池
　　ＲＢ、ＲＢ１～ＲＢ４　　二次電池

【図１】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】
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【図６Ｂ】

【図７】



(17) JP 2012-252888 A 2012.12.20

【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】



(18) JP 2012-252888 A 2012.12.20

【図１２】



(19) JP 2012-252888 A 2012.12.20

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｈ０１Ｍ   2/14     (2006.01)           Ｈ０１Ｍ   2/14    　　　　          ５Ｈ０４３

(72)発明者  渡辺　佑樹
            大阪府大阪市阿倍野区長池町２２番２２号　シャープ株式会社内
(72)発明者  根本　紀
            大阪府大阪市阿倍野区長池町２２番２２号　シャープ株式会社内
(72)発明者  岡本　宏志
            大阪府大阪市阿倍野区長池町２２番２２号　シャープ株式会社内
Ｆターム(参考) 5H011 AA01  CC06  DD09  DD13 
　　　　 　　  5H021 AA02  BB11  EE30 
　　　　 　　  5H028 AA08  BB04  BB05  CC02  CC22  EE06 
　　　　 　　  5H029 AJ11  AK03  AL07  AM03  AM04  AM05  AM07  BJ02  BJ12  DJ02 
　　　　 　　        DJ05  DJ06  EJ01  EJ12 
　　　　 　　  5H040 AA07  AS07  AT02  AT06  AY05  AY10  CC13  CC20  CC32  CC36 
　　　　 　　        LL01  LL06 
　　　　 　　  5H043 AA01  AA13  BA18  CA04  CA13  CA23  CA28  EA32  HA17  JA01 
　　　　 　　        KA06  KA24 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

